
病床機能再編支援事業費給付金

１ 単独支援給付金
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地域医療構想の実現のため、病院又は診療所であって療養病床又は一般病床を有するものが、病床数の適正化に必要な病床数の減少を行う場合、減少
病床に応じた給付金を支給する。

平成30年度病床機能報告において、平成30年7月1日時点の機能について、高度急
性期機能、急性期機能及び慢性期機能（以下「対象３区分」という。）のいずれか
の医療機能を選択した病棟の稼働病床数を１床以上報告し、令和2年4月1日から令
和５年3月31日までの間に対象3区分のいずれかの病床減少を行う病院等（以下「病
床減少病院等」という。）の開設者又は開設者であった者

① 地域医療構想を実現するため、病床減少の対象病院等について、病床の機能
分化・連携に必要な病床数の減少を行うものであるという、地域医療構想調整
会議の議論の内容及び医療審議会等の意見を踏まえ、知事が必要と認めたもの。

② 病床減少病院等における病床減少後の許可病床数が、平成30年度病床機能報告
における稼働病床数の90%以下であること。

③ 同一年度内に病床減少支援給付金の支給を受けていないこと。
④ 給付金の支給を受けた日から令和8年3月31日までに、病床減少病院等の開設者

が、同一の構想区域内でする開設病院を増床していないこと。

① 平成30年度病床機能報告において、対象3区分として報告された病床の稼働病床数の合計から一日平均実働病床数（対象3区分の許可病床数に対象
3区分の病床稼働率を乗じた数）までの間の減少について、対象3区分の病床稼働率に応じ、減少病床1床あたりの額を支給。
※  なお、平成30年度病床機能報告から令和2年4月1日までに稼働病床数に変更のあった場合は、平成30年度病床機能報告もしくは令和2年4月1日

時点の対象3区分の稼働病床数のいずれか少ないほうを基準とすること。
② 一日平均実働病床数以下まで減少する場合は、一日平均実働病床数以下の減少病床については2,280千円／床を交付。
③ 上記①及び②の算定にあたっては、回復期機能・介護医療院への転換病床数、過去に本給付金の支給対象となった病床数及び同一開設者の医療機関へ

病床を融通した病床数を除く。

支給対象 支給要件

支給額の算定方法



病床機能再編支援事業費給付金

２ 統合支援給付金
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地域医療構想に基づく医療機関の統合計画に参加し、平成30年度病床機能報告に
おいて、平成30年7月1日時点の機能について、高度急性期機能、急性期機能及び慢
性期機能（以下「対象3区分」）のいずれかの病床の減少を伴う統合計画に参加する
医療機関（以下「統合関係医療機関」）の開設者であること。

① 地域医療構想を達成するために必要な統合であるとして、地域医療構想調整会
議の議論の内容及び医療審議会等の意見を踏まえ、知事が必要と認めたもの。

② 統合関係医療機関のうち１以上の病院が廃止（有床診療所化、診療所化も含
む）となること。

③ 令和8年3月31日までに統合が完了する計画であり、全ての統合関係医療機関が
計画に合意していること。

④ 統合関係医療機関の対象3区分の総病床数の10％以上減少すること。

支給対象 支給要件

支給額の算定方法

地域医療構想の実現のため、病院又は診療所であって療養病床又は一般病床を有するものが、病床数、病床機能、医療提供体制の適正化のために統合
する場合、統合計画に参加する病院等に給付金を支給する。

① 統合関係医療機関の施設ごとに、平成30年度病床報告において、対象3区分として報告された病床の稼働病床数の合計から一日平均実働病床数（対象3区
分の許可病床数に対象3区分の病床稼働率を乗じた数）までの間の減少について、対象3区分の病床稼働率に応じ、減少病床1床あたり算出された額の合
計額を支給。※なお、平成30年度病床機能報告から令和2年4月1日までに稼働病床数に変更のあった場合は、平成30年度病床機能報告もしくは令和2年4
月1日時点の対象3区分の稼働病床数のいずれか少ないほうを基準とすること。

② 一日平均実働病床数以下まで減少する場合は、一日平均実働病床数以下の減少病床については2,280千円／床を交付。
③ 上記①及び②の算定にあたっては、統合関係医療機関間の病床融通数、回復期機能・介護医療院への転換病床数を除く。
④ 重点支援区域として指定された統合関係医療機関については、算定された金額に1.5を乗じて算定された額の合計額を支給。



病床機能再編支援事業費給付金

３ 債務整理支援給付金

地域医療構想を実現するために必要な病院の統廃合において、廃止病院の未返済の債務を統合後に存続する病院が新たに融資を受けて返済する場合、
当該融資に係る利子の全部又は一部に相当する額に給付金を支給する。
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地域医療構想に基づく病院等の統合計画に参加し、統合後に存続している病院で
あって、統合によって廃止となる病院の未返済の債務を返済するために金融機関か
ら新たに融資を受けた医療機関（以下「承継医療機関」）の開設者であること。

① 地域医療構想を達成するために必要な統合であるとして、地域医療構想調整会議
の議論の内容及び医療審議会等の意見を踏まえ、知事が必要と認めた統合計画にお
いて、統合後に存続している病院であること。
（「２．統合支援給付金」の支給対象でない場合は支援の対象外）

② 統合によって廃止となる病院の未返済の債務を返済するために金融機関から新た
に融資を受けていること。

③ 金融機関から取引停止処分を受けていないこと。
④ 国税、社会保険料、労働保険料を滞納していないこと。

承継医療機関が統合によって廃止となる医療機関の未返済の債務を返済するために、金融機関から新たに受けた融資に対する利子の総額。
ただし、融資期間は20年、元本に対する利率は年0.5%を上限として算定。

支給対象

支給額の算定方法

支給要件



例１ １病院で病床削減した場合(単独支援給付金）

急性期 ５０床
急性期 ０床
※無床診療所化

病床機能再編支援事業費給付金（具体的例）

○対象３区分病床稼働率 80.4%
○１日平均実稼働病床 ４０床

※Ｈ30年度病床機能報告もしくは
Ｒ2.4.1時点の対象3区分の稼働病床
数のいずれか少ないほうを基準とする。

○削減前の対象３区分の稼働病床数から
1日平均実稼働病床数までの削減分に係る支給額
（50床⇒40床）

１０床×2,052千円＝20,520千円－①

○削減前の対象３区分の稼働病床数から
１日平均日稼働病床数以下への削減分に係る支給額
（40床⇒０床）

４0床×2,280千円＝9,1200千円－②

給付金支給合計（①＋②）＝111,720千円

急性期 ２６床
慢性期 ５１床
合 計 ７７床

○対象３区分病床稼働率 ５２.1%
○１日平均実稼働病床 ４１床

※Ｈ30年度病床機能報告もしくは
Ｒ2.4.1時点の対象3区分の稼働病床数
のいずれか少ないほうを基準とする。

回復期 3０床

○削減前の対象３区分の稼働病床数から
1日平均実稼働病床数までの削減分に係る支給額
（７７床⇒４１床）

３６床×1,368千円＝49,248千円－①

○削減前の対象３区分の稼働病床数から
１日平均日稼働病床数以下への削減分に係る支給額
（4１床⇒３０床）

１１床×2,280千円＝25,080千円－②

給付金支給合計（①＋②）＝74,328千円

※削減病床数▲4７床
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Ａ（A法人） 急性期 300床

統
合

病床機能再編支援事業費給付金（具体的例）

例２ ２病院による統合(病床削減含）を行った場合

Ｂ（B法人）急性期 150床
回復期 30床

※対象病床 150床

○病床稼働率 68.4%
○１日平均実稼働病床205床

○病床稼働率 78.0%
○１日平均実稼働病床117床

※Ｈ30年度病床機能報告もしくはＲ2.4.1時点の対象3区分の稼働
病床数のいずれか少ないほうを基準とする。

C （A法人） 急性期 250床
回復期 80床

○削減前の対象３区分の稼働病床数から
1日平均実稼働病床数までの削減分に係る支給額
（150床⇒117床）

33床×1,824千円＝60,192千円－④

○削減前の対象３区分の稼働病床数から
１日平均日稼働病床数以下への削減分に係る支給額
（117床⇒０床）

117床×2,280千円＝266,760千円－⑤

給付金支給合計（④＋⑤）＝326,952千円－⑥

Ｂ病院（B法人）（単独支援給付金）

C病院(A法人）（統合支援給付金）

○削減前の対象３区分の稼働病床数から
1日平均実稼働病床数までの削減分に係る支給額
（150床⇒117床）

33床×1,824千円＝60,192千円－①

○削減前の対象３区分の稼働病床数から
１日平均日稼働病床数以下への削減分に係る支給額
（117床⇒０床）

117床×2,280千円＝266,760千円－②

給付金支給合計（①＋②）＝326,952千円－③区分 統合前 統合後

Ａ

急性期 300床

C

250床

回復期 80床

小 計 300床 330床

Ｂ

急性期 150床 0床

回復期 30床 0床

小 計 1８0床 0床

合 計 480床 330床

給付額合計：653,904千円 5



留意事項

計画書を作成 ※計画書は任意様式も可

地域医療構想調整会議

北海道医療審議会（地域医療部会）

・許可病床を削減する前に、病床削減に係る「計画書」を作成し、
地域医療構想調整会議において合意を得る必要があること。

～３月３１日

病床削減前
に実施

当該年度末
までに削減

①病床削減のタイミングについて

②給付金支給のタイミングについて

・補助金と異なり、所要額調査に未報告の場合であっても申請可能

・ただし、申請のあった翌年度（時期によっては翌々年度）に給付

・医療機関から給付金の相談があった場合、病床削減前であれば随時、
計画書を受け付け、調整会議に諮ること。

※既に病床削減済みであり、やむを得ない理由がある場合は、その理由について
も調整会議に諮り、合意が得られた場合にのみ給付金の対象と認める。
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病床機能再編支援事業費給付金（留意事項）


